
証券コード 6834
平成29年６月１日

株 主 各 位
千葉県松戸市松飛台296番地の１
株 式 会 社 精 工 技 研
代表取締役社長 上 野 昌 利

　
第45回定時株主総会招集ご通知

　
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第45回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますよ
うご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手
数ながら後記の「株主総会参考書類」をご検討いただきまして、同封の議決権行使書用紙に議案
に対する賛否をご表示いただき、平成29年６月15日（木曜日）午後５時30分までに到着するよ
うご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬 具
記

　

1. 日 時 平成29年６月16日（金曜日）午前10時
2. 場 所 千葉県柏市末広町14番１号

ザ・クレストホテル柏４階 クレスト
3. 目 的 事 項
報 告 事 項 1. 第45期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）事業報告の

内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計
算書類監査結果報告の件

2. 第45期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）計算書類の
内容報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く）６名選任の件
第３号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件
第４号議案 ストックオプションとして新株予約権を発行する件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ
うお願い申し上げます。
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◎次の事項につきましては、法令及び当社定款第16条の規定に基づき、インターネット上の当
社ウェブサイト（http://www.seikoh-giken.co.jp/）に掲載しておりますので本招集ご通知
の添付書類には記載しておりません。
　 ①連結計算書類の連結注記表 ②計算書類の個別注記表
◎株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、インタ
ーネット上の当社ウェブサイトに掲載させていただきます。
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（添付書類）
事 業 報 告

　

（平成
平成

28
29
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

　
Ⅰ 企業集団の現況に関する事項
1. 事業の経過及びその成果
【全般的概況】
　当連結会計年度における世界経済は、一部に不安要素を抱えながらも、総じて緩やかな
拡大が続きました。米国経済は、新政権による減税策やインフラ投資促進策への期待感か
ら企業マインドが改善しており、雇用や所得の拡大が続いています。欧州経済は、英国が
EU離脱を決定した後も、金融緩和による経済の下支えや雇用改善に伴う消費の拡大等、
内需主導による回復感が顕著となりました。中国経済は、年度後半に小型自動車に対する
減税縮小前の駆け込み需要による消費が拡大し、経済成長率の鈍化に下げ止まりの傾向が
見られます。
　我が国経済も、企業収益の回復を背景に雇用が拡大しており、拡大基調が続くこととな
りました。一方で、米国新政権の政策の成否や英国のEU離脱交渉、欧州の主要国で予定
されている選挙の行方や中東地域の紛争等、海外経済の減速につながる要素もあり、先行
きの不透明感が払拭できない状況が続いています。
　当社グループが関わる情報通信関連やエレクトロニクス関連市場においては、これまで
市場の主役であったスマートフォンの普及が一巡することとなりました。スマートフォン
１台当たりに搭載される電子部品の数は増加傾向にあるものの、先進国では買い替えサイ
クルが長期化しているほか、中国新興メーカーの躍進に伴って販売単価の下落が進み、市
場の拡大にはブレーキがかかっています。一方、カーエレクトロニクスの分野では、安全
な自動運転をサポートする先進運転支援システムや、高度な通信機能を備えることで、よ
り快適な運転環境を実現するコネクテッドカーの開発が進み、各種のセンサーや通信デバ
イス等、自動車の電装化に拍車がかかることとなりました。また、自動車分野以外でも幅
広い産業分野において、様々な物がインターネットに繋がるIoT（Internet of Things）
を活用した技術が拡大しています。インターネットを介して収集されたビッグデータを分
析し、効果的に活用する人工知能（AI）は実用フェーズへの移行期にあり、社会的な諸問
題や企業が抱える課題の解決、個人の生活を豊かにする新しいビジネスやサービスの創出
が期待されています。
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　こうした中、当連結会計年度の当社グループは、創立50周年となる2021年度に向け
て、ありたい企業像の実現と経営目標の達成を目指す6ヶ年の中期経営計画『マスタープ
ラン2016』を新たにスタートさせ、①既存事業の収益力強化、②事業ポートフォリオの
最適化、③経営基盤の強化の各施策の遂行に取り組みました。
　①既存事業の収益力強化に向けては、自動車や電子機器等に搭載する精密部品や各種の
金型等を主力製品とする精機関連事業と、光通信インフラに使用される部品及びその関連
機器、テレビ中継用の光伝送装置等を主力製品とする光製品関連事業の各セグメントにお
いて、販売力と価格競争力の強化に取り組むと共に、新製品・新技術の開発を加速させる
ための施策を展開しました。
　②事業ポートフォリオの最適化に向けては、市場のニーズや当社グループの技術的なシ
ーズ、開発案件の進捗状況や技術課題等を部門横断で共有し、次代を担う新事業の創出を
促す『開発推進会議』を実施しております。
　③経営基盤の強化に向けては、昨年６月に開催した定時株主総会において監査等委員会
設置会社へと移行し、株主価値の更なる向上に向けて、取締役会の監督機能を強化する経
営体制の構築を図りました。併せて、主要子会社とのコミュニケーションを強化し、当社
グループ全体のコーポレートガバナンス体制の強化に取り組みました。
　こうした諸施策を実施した結果、当連結会計年度の売上高は12,644,339千円（前連結
会計年度比3.8％増）となりました。売上高の増加に伴い、営業利益は1,065,368千円
（前連結会計年度比14.5％増）、経常利益は1,164,808千円（前連結会計年度比20.4%
増）、親会社株主に帰属する当期純利益は800,674千円（前連結会計年度比45.5％増）と
なり、増収増益を達成することができました。
　なお、当事業年度の期末配当につきましては、株主の皆様に対して安定的な剰余金配当
を行うという方針を元に当事業年度の業績、内部留保等のバランスを鑑み、前事業年度実
績から１株当たり４円を増額し、１株当たり20円とさせていただく予定であります。
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【セグメント別概況】
　セグメントの業績は次のとおりであります。当連結会計年度より、会社組織の変更に伴
い、従来「精機関連事業」に区分していたレンズ事業を「光製品関連事業」へと変更して
おります。下記セグメントの業績の中で、前連結会計年度比は、変更後の区分により作成
した数値を使用しております。
《精機関連》
　精機関連事業では、創業以来培ってきた精度の高い金型技術や、難易度の高い顧客ニー
ズに対応できる成形技術をベースに、様々な業界のお客様に対して精密成形品をご提供す
る事業を展開しています。当連結会計年度においては、自動車需要の拡大を背景に、ブレ
ーキ圧や燃料の噴射圧等を感知するセンサー用基幹部品の販売が伸長しました。屋外環境
下で使用される自動車に搭載する部品には、高い耐熱性と耐摩耗性が求められます。当社
グループは、特殊樹脂と金属をインサート成形で組み合わせ、大手の自動車部品メーカー
に対して信頼度の高い車載用部品を供給してまいりました。当連結会計年度においては、
北海道千歳市に車載用部品の工場を新設し、昨年10月から１ラインが稼働を開始しまし
た。今後、平成32年に20ライン体制まで拡張する計画です。
　車載用の他にも、家電製品やスマートフォン、ノートパソコン等に使用される金属製の
プレス部品をはじめ、様々な用途に対応する精密成形品を製造しています。当連結会計年
度においては、精密金型の開発・製造を通して獲得した薄肉成形技術や、ミクロン単位の
凹凸を正確に成形品に写し取る微細転写技術を応用して開発した加飾成形技術を展示会や
ホームページで広くアピールし、引き合いをいただいた顧客と密なコンタクトを図りなが
ら、量産化に向けた技術課題の解消に取り組みました。
　これらの結果、当連結会計年度の精機関連の売上高は7,481,529千円（前連結会計年度
比2.5％増）となりました。
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《光製品関連》
　光製品関連事業では、快適なインターネット環境を支える光通信網に使用される光コネ
クタ等の光通信デバイスや、その光通信デバイスの量産に必要な製造関連機器、光通信イ
ンフラを敷設するフィールドで使用されるクリーナー等を製造、販売しています。光通信
市場においては、スマートフォンの世界的な普及やソーシャルネットワーキングサービス
の拡大、動画配信の増加等により、光通信網を通して流通する情報データのトラフィック
量が急増しています。これに対応するために、大陸間を結ぶ海底ケーブルをはじめとする
光通信網の増強が世界で進んでおり、大量の情報データを保管、処理する機能を持つデー
タセンターの建設も米国やアジアを中心に増加しています。こうした市場環境を背景に、
当連結会計年度は、研磨機やクリーナー等、光通信用部品の製造や敷設現場で使用される
製品群の販売が好調に推移しました。一方、光ファイバー同士を繋ぐ光コネクタ等の汎用
的な部品は、当連結会計年度も市場価格の下落が続くこととなりました。
　光製品関連事業では、光通信関連以外の製品群もラインアップに連ねています。当連結
会計年度は、電気信号と光信号を相互に切り替える技術を応用し、高画質で映像の乱れの
無いテレビ中継を実現するロードレース中継用光伝送装置の販売が、放送業界の顧客向け
に伸長しました。一方、前連結会計年度に中国メーカーのスマートフォンに搭載されたレ
ンズは、需要一巡から売上が減少することとなりました。
　これらの結果、当連結会計年度の光製品関連の売上高は5,162,809千円（前連結会計年
度比5.7％増）となりました。

　
　当連結会計年度のセグメント別売上高の内訳は下表のとおりであります。

　

区 分
前連結会計年度 当連結会計年度 前連結会計年度比

金額 構成比 金額 構成比 金額 増減率
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

精 機 関 連 7,298,199 59.9 7,481,529 59.2 183,329 2.5

光 製 品 関 連 4,884,698 40.1 5,162,809 40.8 278,111 5.7

合 計 12,182,898 100.0 12,644,339 100.0 461,441 3.8
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2. 設備投資の状況
　当連結会計年度中に実施いたしました設備投資の総額は957,635千円で、その主なも
のは次のとおりであります。

（1）当連結会計年度中に完成した主要設備
精機関連 建物付属設備、射出成形機、放電加工機、測定器、金型等
光製品関連 光部品製造設備、フェルール製造設備、スパッタ装置等
その他設備 研究開発用設備、サーバー、ソフトウェア等

　
（2）当連結会計年度において継続中の主要設備の新設、拡充

　子会社新工場用製造設備（精機関連）等
　
（3）当連結会計年度に実施した重要な固定資産の売却、撤去、消失

　該当事項はありません。
　
3. 資金調達の状況
　当連結会計年度におきましては、増資又は社債発行及び借入による資金調達は行ってお
りません。当連結会計年度中に実施いたしました設備投資等の所要資金は、自己資金を充
当いたしました。

　
4. 対処すべき課題
　当社グループを取り巻く事業環境は、自動車関連や光通信関連市場は堅調に拡大してい
るものの、競合企業との競争環境は年を追って厳しさが増しております。当社グループは
いかなる事業環境下においても、継続的に企業価値を向上させることのできる強固な企業
体質を確立するべく、当連結会計年度から、新たな中期経営計画『マスタープラン2016』
をスタートさせました。『マスタープラン2016』は、当社グループが第50期を迎える
2021年度を最終年度とする6ヶ年に渡る経営計画です。計画の中では、当社が目指す企
業ビジョンを次のとおり定めております。
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■ 企業ビジョン
　私たちは「世界の顧客のベストパートナーとなる」ために挑戦し続けます。
　 ・精密技術で、顧客から最も頼りにされる存在となります。
　 ・柔軟な発想で、新事業・新製品・新技術を創造します。

　
　中期経営計画『マスタープラン2016』では、当社グループが目指す企業ビジョンを実
現するために対処すべき課題として次の３点を認識しております。

　
（1）既存事業の収益力強化
　当社グループは、精密加工や精密研磨といった競争力のある技術をベースに、世界の市
場に向けて事業展開を行っています。その事業領域は、自動車や通信インフラ、ノートパ
ソコンやモバイル端末等のエレクトロニクス機器をはじめ放送用、測定用機器等、多岐に
わたっています。それぞれの市場環境は異なるものの、総じて環境変化は加速度的に早く
なり、競合企業との競争は国家や業界の垣根を越えて激化する傾向にあります。そうした
中でも着実にシェアを伸ばし、売上と利益の成長を実現するためには販売力と価格競争力
の強化が欠かせません。
　販売力を高める上ではまず、的確なマーケティングを通して成長市場を見極め、その市
場に求められるニーズと当社グループが有する技術や製品との接点を把握することが重要
です。また、新しいお客様と出会う機会を数多く作り出すためにも、展示会への出展や新
聞、雑誌等へのプレスリリース、ホームページ等のメディアを通して当社グループの技術
や製品を積極的に広報し、市場での認知度を高めてまいります。並行して新製品、新技術
の開発からリリースまでの時間を短縮し、技術、品質、性能の各面でお客様の期待を超え
るサービスを提供してまいります。
　価格競争力の強化に向けては、「生産」「購買」「物流」の各方面の最適化を図ることに
より、製造原価のさらなる低減を目指します。生産面では各工場において、自動化を含む
生産工程の改善や製品設計の改良等を通してリードタイムの短縮に取り組むほか、小集団
活動等を通して不良率の低減を推進しています。購買面では、世界中の取引先との良好な
パートナーシップを維持しながら、最良の部材を最も適切な価格で調達できる体制の構築
を目指すほか、物流面では受注から納品までの無駄を排除し、コストと時間を最小化する
サプライチェーンの構築に取り組んでまいります。
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（2）事業ポートフォリオの最適化
　当社グループが将来に向けて安定的に企業価値を向上し続けることのできる企業グルー
プとなるためには、成熟した市場の中で安定的にキャッシュを生み出す「収益基盤事業」、
成長する市場の中で需要の増加に比例してキャッシュの増加が見込める「成長牽引事業」
を確保する一方、未来の収益基盤事業、成長牽引事業の創出に向けて、「成長期待事業」
の早期収益化や「次世代事業」の開拓が不可欠であります。
　当社グループは現在、車載用成形品や精密プレス部品、光コネクタ研磨機や光伝送装
置、光電界センサーといった「収益基盤事業」「成長牽引事業」を確保しています。
　一方、「成長期待事業」に光通信用部品や精密成形品を位置付け、収益力強化に取り組
んでいます。光通信用部品は、市場は拡大しているものの販売単価の下落が続いているた
め、原価低減への取り組みを強化しながら、より付加価値の高い新製品の開発に力を注い
でいます。また、当社グループの金型技術を応用した精密成形品は現在、出展した展示会
等で様々な業界のお客様から引き合いをいただき、量産に向けて試作成形を繰り返してい
ます。これら既存の「成長期待事業」の収益力を向上させ、より競争力のある「成長牽引
事業」へと早期に移行させるべく取り組む一方、採算の確保が困難な事業は合理化を実施
していきます。
　また、「収益基盤事業」と「成長牽引事業」で創出したキャッシュを利用して、自動車
や医療機器、バイオ等、今後の成長が見込める産業分野に新しい「次世代事業」を見出
し、育てていくことも欠かせません。当社グループは、創出したキャッシュを滞留させる
ことなく次代を担う事業群の創出へと活用することにより、永続的な企業成長を可能とす
る最適な事業ポートフォリオを構築してまいります。

　
（3）経営基盤の強化
　当社グループが永続的に企業価値を向上していくためには、「人」「モノ」「金」「情報」
といった経営資源の充実、強化を図ることが重要です。
　「人」の面では採用、育成に力を注ぐ一方、新たに設定した当社グループの行動指針
“3C”（Challenge：挑戦、Communicate：連携、Complete：完遂）を実践できる人
材を評価、優遇する評価制度、報酬制度への制度改訂に取り組み、人財力の強化を図りま
す。
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　「モノ」や「金」の面では、中期事業計画に基づいた設備投資を行う一方、目指す企業
像の実現に向けて社内で創出することが困難な場合や、社外から取り込む方が実現が早い
と見込まれる場合は、技術や設備、事業への戦略的な投資を積極的に行ってまいります。
　「情報」の面では、当社グループ内の連携を強化し、各社が有するナレッジを共有化す
る中で、そこから新しい付加価値を創造していくことが重要です。その実現に向けて現在
は、半年に一度、グループ各社の幹部が日本本社に集結し市場の動向や技術開発の状況を
共有する国際経営会議を開催しています。当連結会計年度からは、新製品、新技術の創出
を目的に、事業横断での開発推進会議を開始しました。
　当社グループは、中期経営計画『マスタープラン2016』で明確化した方針と施策を着
実に遂行することにより、成長の土台となる経営基盤を一層強化し、より幅広い産業領域
において永続的に社会の発展に貢献する企業グループとなるべく、努力してまいりたいと
考えております。

　
5. 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
　該当事項はありません。

　
6. 他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

　
7. 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。

　
8. 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
　該当事項はありません。
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9. 財産及び損益の状況
　

区 分 第 42 期
（平成26年３月期）

第 43 期
（平成27年３月期）

第 44 期
（平成28年３月期）

第 45 期
（当連結会計年度）
（平成29年３月期）

売 上 高（千円） 10,381,910 11,517,486 12,182,898 12,644,339

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 又 は
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 損 失 （△）

（千円） △27,631 303,644 550,287 800,674

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失（△）（円） △3.02 33.07 59.85 86.71

総 資 産（千円） 23,483,918 24,250,157 24,840,005 25,026,123

純 資 産（千円） 20,353,712 21,022,903 21,190,502 21,567,541

１ 株 当 た り 純 資 産 （円） 2,218.55 2,286.47 2,302.30 2,333.15
　

（注）1. １株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失は、期中平均株式数により算出しており、１株当
たり純資産は、期末発行済株式総数により算出しております（当該株式数につきましては、自己株
式を控除しております。）。

2. 売上高・親会社株主に帰属する当期純利益又は親会社株主に帰属する当期純損失・総資産・純資産
の金額は、千円未満を切捨て、１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失及び１株当たり純
資産は、銭未満を四捨五入して表示しております。
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10. 重要な子会社の状況
（1）重要な子会社の状況

　

会 社 名 資 本 金 議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

SEIKOH GIKEN USA, INC. 千米ドル
3,440

％
100.0

光ディスク用金型部品の販売及びメンテナンス
並びに光部品、光部品製造機器の販売

SEIKOH GIKEN EUROPE
GmbH

千ユーロ
1,900

％
100.0

光ディスク用金型部品の販売及びメンテナンス
並びに光部品、光部品製造機器の販売

杭州精工技研有限公司 千円
810,000

％
100.0

光部品及びレンズの製造及び販売並びに
光部品製造機器の販売

大連精工技研有限公司 千米ドル
8,737

％
100.0 光部品の製造及び販売

不二電子工業株式会社 千円
675,000

％
100.0 自動車用部品、電子部品等の製造及び販売

　

（注）1. 当社の連結子会社は上記に記載の５社に加え、平成22年９月に営業を停止し休眠化した香港精工技
研有限公司があり、その他に持分法適用会社としてDATA PIXEL SAS（仏）があります。

2. 前連結会計年度末に連結子会社であったマイルストーン株式会社は、当連結会計年度に清算結了し
たことに伴い、連結子会社から除外しております。

3. 決算期後の平成29年４月に、持分法適用会社であったDATA PIXEL SASの株式を追加取得したこと
で議決権の所有割合は97.0％となり、当社の連結子会社に該当することとなりました。

4. 当連結会計年度の連結業績につきましては、前記「1. 事業の経過及びその成果」に記載のとおり
であります。

　
（2）事業年度末日における特定完全子会社の状況

　特定完全子会社に該当する子会社はありません。
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11. 主要な事業内容（平成29年３月31日現在）
　当社グループは、各種精密金型及び自動車用部品、電子部品等の精密成形品の製造販売
を展開する精機関連と、光部品及び光部品製造機器等の製造販売を展開する光製品関連を
中核事業とし、これに付帯する一切の事業を併せて営んでおります。
　それぞれの事業部門における主要な製品は次のとおりであります。

　

区 分 主 要 製 品 名

精 機 関 連 事 業
精 密 金 型 光ディスク等の各種精密金型、金型用部品等

精 密 成 形 品 自動車用部品、電子部品等

光製品関連事業
光 部 品 光コネクタ、光コネクタ付コード、光減衰器、フェルール、

光ファイバ先端加工、高耐熱レンズ等

光部品製造機器 光コネクタ研磨機、光測定器、フェルール端面クリーナ等
　
　
12. 主要な営業所及び工場（平成29年３月31日現在）
（1）当社の主要な事業所

本 社 千葉県松戸市
支 店 台湾支店（中華民国）
工 場 本社工場（千葉県松戸市）

第２工場（千葉県松戸市）
第４工場（千葉県松戸市）

（2）子会社
SEIKOH GIKEN USA,INC.（アメリカ合衆国）
SEIKOH GIKEN EUROPE GmbH（ドイツ連邦共和国）
杭州精工技研有限公司（中華人民共和国）
大連精工技研有限公司（中華人民共和国）
不二電子工業株式会社
　本社工場（静岡県静岡市）
　岡部工場（静岡県藤枝市）
　千歳工場（北海道千歳市）
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13. 企業集団の使用人の状況（平成29年３月31日現在）
　

区 分 使用人数 前連結会計年度末比増減

精 機 関 連 事 業 195名 1名減

光 製 品 関 連 事 業 567名 23名増

全 社（共 通） 53名 5名増

合 計 815名 27名増
　

（注）1. 使用人数は、就業員数を記載しております。
2. 当連結会計年度より、従来「精機関連事業」に区分していたレンズ事業を「光製品関連事業」へと
変更しているため、事業部門別の前連結会計年度末比増減は、変更後の区分に組み替えて比較を行
っております。

　
14. 主要な借入先（平成29年３月31日現在）

　該当事項はありません。
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Ⅱ 会社の株式に関する事項（平成29年３月31日現在）
1. 発行可能株式総数 37,000,000株　

　
2. 発行済株式の総数 9,333,654株（自己株式89,690株を含む）

　
3. 株主数 3,091名　

　
4. 大株主（上位14名）

　

株主名 持株数 持株比率

上 野 昌 利 912 千株 9.87 ％

有限会社 高志 725 7.85

有限会社 光研 654 7.08

木 村 保 609 6.59

細 江 由紀子 432 4.68

都 丸 由美子 430 4.66

上 野 淳 329 3.57

吉 田 智 恵 329 3.56

高 橋 藤 子 321 3.48

細 江 一 稀 249 2.69

細 江 美 里 249 2.69

細 江 直 輝 249 2.69

向 山 沙 希 249 2.69

都 丸 未 季 249 2.69
　

（注） 持株比率は、発行済株式の総数から自己株式（89,690株）を除いて計算しております。
　
5. その他株式に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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Ⅲ 会社の新株予約権等に関する事項
1. 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況
　該当事項はありません。

　
2. 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に交付した新株予約権の状況
　該当事項はありません。

　
3. その他新株予約権等に関する重要な情報
　該当事項はありません。

　
Ⅳ 会社役員に関する事項
1. 取締役の氏名等（平成29年３月31日現在）

　

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 上 野 昌 利 不二電子工業㈱ 取締役

専 務 取 締 役 木 村 保

SEIKOH GIKEN USA,INC. 代表取締役会長
SEIKOH GIKEN EUROPE GmbH 代表取締役会長
杭州精工技研有限公司 董事長
大連精工技研有限公司 董事長
不二電子工業㈱ 取締役

取 締 役 栁 瀬 晴 夫 不二電子工業㈱ 取締役

取 締 役 來 関 明
光学製品事業部長
杭州精工技研有限公司 董事 総経理
大連精工技研有限公司 董事

取 締 役 上 野 淳
経営企画室長
杭州精工技研有限公司 董事
大連精工技研有限公司 董事

取 締 役 大久保 勝 彦 ㈱大久保技術経営事務所 代表取締役

取締役（常勤監査等委員） 森 保 彦

取 締 役 （監 査 等 委 員） 三 好 徹 三好総合法律事務所 所長
㈱オーハシテクニカ 社外取締役（監査等委員）

取 締 役 （監 査 等 委 員） 相 場 俊 夫
㈲オーシーエムコンサルタント 代表取締役
相場公認会計士事務所 所長
不二電子工業㈱ 監査役
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（注）1. 取締役 大久保 勝彦氏、取締役 三好 徹氏及び取締役 相場 俊夫氏は、社外取締役であります。
2. 当社は、監査等委員の監査・監督機能を強化し、取締役（監査等委員を除く）からの情報収集及び
重要な社内会議における情報共有並びに内部監査部門と監査等委員会との十分な連携を可能にする
ため、森 保彦氏を常勤の監査等委員として選定しております。

3. 取締役 大久保 勝彦氏、取締役 三好 徹氏及び取締役 相場 俊夫氏を東京証券取引所の定めに基づ
く独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

4. 取締役 三好 徹氏は、弁護士の資格を有しております。
5. 取締役 相場 俊夫氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を
有しております。

　

　
2. 責任限定契約の内容の概要
　当社と社外取締役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損
害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額
は、５百万円又は法令の定める最低責任限度額のいずれか高い額としております。
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3. 当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の総額
　

区 分 支給人員 支給額

取締役（監査等委員を除く） ６名 85,371千円

（うち社外取締役） （１名） （1,800千円）

取締役（監査等委員） ３名 10,170千円

（うち社外取締役） （２名） （3,600千円）

監査役 ３名 3,190千円

（うち社外監査役） （２名） （1,000千円）

合計 ９名 98,731千円

（うち社外役員） （３名） （6,400千円）
　

（注）1. 当事業年度は監査等委員会設置会社移行初年度であるため、移行前に監査役として支給された報酬
額は、移行後の報酬額と区分して記載しております。

2. 取締役 來 関明氏につきましては、当社子会社杭州精工技研有限公司の総経理を兼務しているため、
当社及び杭州精工技研有限公司から取締役報酬を支給しております。当事業年度において、同氏が
杭州精工技研有限公司から支給された報酬額は13,152千円であります。

3. 取締役（監査等委員を除く）の報酬限度額は、平成28年６月17日開催の第44回定時株主総会にお
いて、年額1,000,000千円以内と決議いただいております。

4. 取締役（監査等委員）の報酬限度額は、平成28年６月17日開催の第44回定時株主総会において、
年額200,000千円以内と決議いただいております。

5. 監査役の報酬限度額は、平成10年３月５日開催の臨時株主総会において、月額10,000千円以内と決
議いただいております。

　
4. 社外役員に関する事項（平成29年３月31日現在）
（1）重要な兼職先と当社との関係
・取締役 大久保 勝彦氏は、株式会社大久保技術経営事務所の代表取締役を兼務しており
ます。
なお、当社と株式会社大久保技術経営事務所との間には特別の関係はありません。
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・取締役（監査等委員）三好 徹氏は、三好総合法律事務所の所長及び株式会社オーハシ
テクニカの社外取締役（監査等委員）を兼務しております。
なお、当社と三好総合法律事務所、株式会社オーハシテクニカとの間には特別の関係は
ありません。
・取締役（監査等委員）相場 俊夫氏は、相場公認会計士事務所の所長及び有限会社オー
シーエムコンサルタントの代表取締役を兼務しております。
なお、当社と相場公認会計士事務所、有限会社オーシーエムコンサルタントとの間には
特別の関係はありません。

　
（2）当事業年度における主な活動状況
① 取締役会等への出席の状況

　

取締役会
（13回開催）

監査等委員会
（10回開催）

監査役会
（４回開催）

出席回数 出席率 出席回数 出席率 出席回数 出席率

取 締 役 大久保 勝彦 13回 100％ ― ― ― ―
取 締 役
（監査等委員） 三好 徹 13回 100％ 10回 100％ ４回 100％
取 締 役
（監査等委員） 相場 俊夫 13回 100％ 10回 100％ ４回 100％

　

（注） 上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び当社定款第26条第２項の規定に基づき、取締役
会決議があったものとみなす書面決議が１回ありました。

　
② 取締役会等における発言の状況
　社外取締役 大久保 勝彦氏は、企業経営に関する豊富な経験・知見を活かして、当
社の経営全般において必要な発言を適宜行っております。
　社外取締役（監査等委員）三好 徹、相場 俊夫の両氏は、それぞれ弁護士、公認会
計士としての専門的な見地から、取締役会の意思決定の妥当性、適正性を確保するた
めの発言を適宜行っております。また、監査役会や監査等委員会においても、両氏は
それぞれの専門的な見地から、審議事項に係る有益な意見表明を行っております。
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Ⅴ 会計監査人の状況
1. 会計監査人の名称 有限責任監査法人トーマツ

　
2. 報酬等の額
（1）当事業年度に係る報酬等の額 21,000千円

　
（2）当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 33,000千円

　

（注）1. 監査等委員会は、社内関係部署及び会計監査人からの必要な資料の入手や報告を通じて、会計
監査人の監査計画の内容、過年度における職務執行状況や報酬見積りの算出根拠等を検討した
結果、会計監査人の報酬について、会社法第399条第１項及び第３項の同意を行っております。

2. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく
監査の監査報酬等の額を区別していないため、上記(1)の金額にはこれらの合計額を記載してお
ります。

　
3. 連結子会社の監査
　当社の連結子会社であるSEIKOH GIKEN USA,INC.、SEIKOH GIKEN EUROPE
GmbH、杭州精工技研有限公司、大連精工技研有限公司は、当社の会計監査人以外の監査
法人（外国における当該資格に相当する資格を有するもの）の監査を受けております。

　
4. 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断
した場合に、会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当する
と認められる場合に、監査等委員全員の同意に基づき監査等委員会が会計監査人を解任い
たします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株
主総会において、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
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Ⅵ 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要
1. 業務の適正を確保するための体制
　当社は、経営理念を具現化し、株主の皆様やお客様、取引先、協力会社、地域社会、従
業員とその家族等のあらゆるステークホルダーに対する企業価値向上を図るため、リスク
やコンプライアンスを的確に管理するための社内規程を整備し、取締役並びに従業員が法
令、定款並びにこれらの社内諸規程等の遵守を徹底することにより内部統制が確実に機能
するよう努めております。
　その一環として、会社法第399条の13及び会社法施行規則第110条の４に基づいて
「内部統制システムの基本方針」を策定しており、その内容は次のとおりであります。

　
「内部統制システムの基本方針」
（1）経営理念

　当社及び当社の子会社から成る企業集団（以下、「当社グループ」という。）は、以下
の経営理念を、業務執行に係るすべての経営活動の拠り所とする。
『すぐれた技術と独創性で、質の高い商品を供給し、社会の進歩発展に貢献して、会社
の成長と社員の幸福を追求する。』

　
（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　当社は、法令・社内規程に基づいて、文書等の保存を行う。
　情報の管理については、情報セキュリティ基本方針に基づいてISMS（情報セキュリ
ティマネジメントシステム）を確実に運用することとする。

　
（3）当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社は、当社グループに共通するリスク管理規程、経営危機管理規程その他の社内規
程において、当社グループのリスク管理体制及び有事の際の対応を明確化する。
　また当社は、日常の労働安全衛生面、環境面、製品品質面及び情報セキュリティ面等
に関して、当社グループ内で開催する各種委員会等を通してリスク管理を行う。業務担
当部門においては、各々の業務に内在するリスクを専門的な立場から把握し、これを自
律的に管理することとする。
　また当社の内部監査室は、当社各部署及び当社の子会社におけるリスク管理状況を監
査し、その結果を当社の代表取締役社長に報告することとする。
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（4）当社及び当社子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための
体制
　当社は毎月１回の定例取締役会及び必要に応じて臨時取締役会を開催し、重要事項の
決議並びに取締役の業務執行状況の監督等を行う。取締役の職務執行をより効率的に行
うため、常勤取締役並びに各部門の業務執行責任を負う部長から構成される部門間連絡
会を原則として毎月２回開催し、各部門の業務執行状況と経営に関する重要情報を共有
することとする。
　業務運営については、当社グループの中長期及び単年度の経営目標とその達成に向け
ての経営計画（マスタープラン）を策定し、当社の各部門及び当社子会社においては、
その目標達成のための具体的な事業計画を策定・実行する。また、その目標に対する進
捗状況については、当社の各部門責任者からの業績報告や、半期に１回開催する国際経
営会議における各子会社の取締役等からの業績報告を通じて定期的に検証することとす
る。
　日常の業務執行については、当社の業務分掌・職務権限規程、当社子会社においては
関係会社運営規程に基づいて、各職位及び子会社の権限と責任を明確化する。職務を割
当てられた各職位者及び子会社の取締役等は自らの業務活動の完遂を期すと共に、各組
織単位は相互に関係する業務を協調して行うことにより、業務執行の効率性を確保する
こととする。

　
（5）当社及び当社子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合すること

を確保するための体制
　当社は、当社グループの取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合する
ことを確保するため、これに係る当社グループ内規程を制定すると共に、当社にコンプ
ライアンス担当取締役を定める。コンプライアンス担当取締役は、役職員に対する教育
等のコンプライアンス推進活動状況を取締役会に報告する。また、当社グループ全体の
コンプライアンスを推進する委員会を設置するほか、当社内に、当社グループのコンプ
ライアンスに係る通報相談を受け付ける通報相談窓口を設置することとする。
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（6）当社及び当社子会社における業務の適正を確保するための体制
　当社は、当社グループ内規程に基づき、当社子会社からの取締役の職務執行等に関す
る定期報告を通して事業の運営状況を適切に把握することとする。経営上の重要案件に
ついては、各社の経営の自主性を尊重しつつ、事前協議を行う等相互に密接な連携を図
り、当社グループ全体の経営の効率化を図ることとする。

　
（7）財務報告の適正性を確保するための体制

　当社は、経理規程その他の社内規程に基づき、会計基準その他関連する諸法令を遵守
し、単体及び連結ベースでの財務報告の適正性を確保するための体制を構築する。ま
た、その体制の整備・運用状況を評価・改善するための仕組みを構築することとする。

　
（8）監査等委員会の職務を補助すべき使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）

からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
　監査等委員会は、必要に応じて、内部監査室スタッフを監査等委員会の職務を補助す
べき使用人として任命することができ、当該使用人は、もっぱら監査等委員会の指揮命
令に従わなければならない。また、監査等委員会の職務を補助すべき使用人の任命･異
動については、監査等委員会の同意を得て行うこととする。

　
（9）当社及び当社子会社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人等が監査

等委員会に報告をするための体制その他の監査等委員会への報告に関する体制
① 当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）は、監査等委員会の要請に応じて
次の資料提供又は報告を行うこととする。

（ⅰ）稟議書、会議議事録、契約書
（ⅱ）会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実
（ⅲ）毎月の経営状況として重要な事項
（ⅳ）内部監査状況及びリスク管理に関する重要な事項
（ⅴ）重大な法令・定款違反のおそれのある事実
（ⅵ）その他コンプライアンス上重要な事項
② 当社の使用人は、前項(ⅱ)又は(ⅴ)に関する重大な事実を発見した場合には、監査等
委員会にこれを直接報告できるものとする。
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③ 当社グループの役職員は、当社監査等委員から業務執行に関する事項について報告を
求められたときは、速やかに適切な報告を行う。

④ 当社グループの役職員は、法令等の違反行為等、当社又は当社の子会社等に著しい損
害を及ぼすおそれのある事実については、これを発見次第、直ちに当社の監査等委員
又は監査等委員会に対して報告を行うこととする。

⑤ 当社グループの内部通報制度の担当部署は、当社グループの役職員から内部通報の状
況について、定期的に当社の監査等委員に対して報告する。

⑥ 当社は、当社グループの監査等委員会へ報告を行った当社グループの役職員に対し、
当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨をコンプ
ライアンス委員会等を通じて当社グループの役職員に周知徹底する。

　
（10）監査等委員の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に関する事項

　当社は、監査等委員がその職務の執行について、当社に対し、会社法第399条の２第
４項に基づく費用の前払い等の請求をしたときは、担当部署において審議の上、当該請
求に係る費用又は債務が当該監査等委員の職務の執行に必要でないと認められた場合を
除き、速やかに当該費用又は債務を処理する。

　
（11）その他監査等委員の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査等委員は取締役、会計監査人及び内部監査室と適時、意見交換を実施することと
する。
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2. 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下のとおりであります。
（1）業務執行の適正及び効率性の確保に関する取り組み

　当社は、毎月開催する定例の取締役会の他に、必要に応じて臨時取締役会を開催し、
重要事項の決議並びに取締役の業務執行状況の監督等を行っております。当事業年度に
おいては13回の取締役会を開催し、社外取締役はそのすべてに出席しております。
　また当社は、取締役会の機能向上を目的に、当事業年度における取締役会の実効性に
ついて評価・検証を行いました。この結果、当社の取締役会は活発な議論が交わされる
体制が整っており、概ね適切に運用されていると評価されました。今後、取締役会にお
ける審議の質を一層高めるために、取締役会を支える体制等の強化を図ってまいりま
す。
　取締役会以外では、常勤取締役並びに各部門の業務執行責任を負う部長から構成され
る部門間連絡会を年間24回開催したほか、海外も含めて当社子会社の取締役や経営幹
部が一堂に会する国際経営会議を年間２回開催し、各社、各部門の業務の執行状況と経
営に関する重要事項の共有を行いました。

　
（2）コンプライアンスの管理及び損失の危険の管理に関する取り組み

　当社は、当社グループの取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合する
ことを確保するほか、リスク管理体制と有事の際の対応等を明確化するため、当社グル
ープ共通のコンプライアンス管理規程、リスク管理規程を策定し、これを運用しており
ます。
　当事業年度においては、当社グループが遵守すべき法令を整理した「コンプライアン
ス・ガイドライン」の遵守状況を各部門が確認すると共に、最新の法令改正に対応した
内容へとアップデートを行いました。また３月には、大規模地震の発生を想定して当社
の全従業員を対象に安否確認システムの訓練を行い、非常時の対応の確認を行いまし
た。

　

― 25 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2017年05月18日 17時08分 $FOLDER; 25ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



（3）監査等委員会監査の実効性の確保に関する取り組み
　当社は当事業年度、監査等委員会設置会社へと移行いたしました。移行前は４回の監
査役会を、移行後は10回の監査等委員会を開催し、監査に関する重要な事項の決議・
報告・協議を行いました。各監査等委員は監査計画に基づいて監査を行うと共に、代表
取締役と適宜意見交換を行いました。

　
（4）内部監査の実施状況について

　内部監査室は、年間の内部監査計画に基づき、各部門や国内外の子会社に対して、業
務執行の適正性や法令等の適合状況に関する内部監査を行いました。

　
3. 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
　当社は、市民社会に脅威を与える反社会的勢力に対して毅然として対応し、一切の関係
を遮断することを基本方針として「倫理規範」及び「倫理行動基準」に定め、関係会社を
含む当社グループ全体に展開しております。
　また、管理部門を担当部署とし、所轄警察や弁護士等の外部専門機関との連携を図るこ
とによって、迅速な情報収集と的確な対応を行う体制を整備しております。

　
4. 会社の支配に関する基本方針
　現在のところ、当社には、当社株式の大量買付に関する差し迫った具体的脅威は発生い
たしておりません。また、そのような買付者が出現した場合の具体的な取り組み（いわゆ
る「敵対的買収防衛策」）をあらかじめ定めてはおりません。
　しかしながら、株主の皆様から付託を受けた経営者の責務として、当社株式の取引状況
や株主構成の異動の状況等を注視しつつ、当社株式の大量買付を企図する者が出現した場
合には、社外の専門家も交えて、当該買付者の意図の確認、事業計画の評価及び交渉を行
い、当該買付行為が当社の企業価値や株主の皆様の共同の利益に反すると認められた場合
には、具体的な対抗措置の要否及びその内容等を速やかに決定のうえ開示し、措置の実施
を検討してまいります。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（本事業報告中の記載数字は、金額については表示単位未満を切捨て、比率その他については四
捨五入しております。）
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連 結 貸 借 対 照 表
　

　

（平成29年３月31日現在）
（単位：千円）

　

科 目 金 額 科 目 金 額
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び 売 掛 金
た な 卸 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金
固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
土 地
建 設 仮 勘 定
そ の 他
無 形 固 定 資 産
の れ ん
顧 客 関 連 資 産
そ の 他
投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
投 資 不 動 産
そ の 他

14,954,137
9,837,016
2,696,445
1,733,014
693,582
△5,921

10,071,985
6,886,095
2,501,317
1,200,775
2,335,796
407,227
440,978
2,078,322
1,554,822
414,577
108,922
1,107,567
222,978
844,380
40,208

流 動 負 債 2,425,498
買 掛 金 1,161,901
未 払 法 人 税 等 157,592
賞 与 引 当 金 86,609
そ の 他 1,019,395
固 定 負 債 1,033,082
長 期 未 払 金 145,070
預 り 保 証 金 8,566
預 り 敷 金 19,037
繰 延 税 金 負 債 53,524
退 職 給 付 に 係 る 負 債 767,748
そ の 他 39,136
負 債 合 計 3,458,581

純 資 産 の 部
株 主 資 本 21,117,608
資 本 金 6,791,682
資 本 剰 余 金 10,571,419
利 益 剰 余 金 3,952,267
自 己 株 式 △197,761
その他の包括利益累計額 449,933
その他有価証券評価差額金 6,392
為 替 換 算 調 整 勘 定 480,206
退職給付に係る調整累計額 △36,666
純 資 産 合 計 21,567,541

資 産 合 計 25,026,123 負 債 純 資 産 合 計 25,026,123
　

（注） 記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書
　

（平成
平成

28
29
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）
　

科 目 金 額
売 上 高 12,644,339
売 上 原 価 8,671,865
売 上 総 利 益 3,972,473

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,907,105
営 業 利 益 1,065,368

営 業 外 収 益
受 取 利 息 6,385
受 取 配 当 金 548
家 賃 収 入 43,812
特 許 権 使 用 料 収 入 3,292
補 助 金 収 入 6,987
為 替 差 益 15,633
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 18,824
そ の 他 16,688 112,172

営 業 外 費 用
家 賃 収 入 原 価 9,572
そ の 他 3,160 12,732
経 常 利 益 1,164,808

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 6,064 6,064
特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損 1,492 1,492
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,169,379
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 371,418
法 人 税 等 調 整 額 △2,713 368,705
当 期 純 利 益 800,674
親会社株主に帰属する当期純利益 800,674

　

（注） 記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書
　

（平成
平成

28
29
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）
　

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 6,791,682 10,571,419 3,364,509 △293,014 20,434,597
当 連 結 会 計 年 度 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △147,212 △147,212
親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益 800,674 800,674

自 己 株 式 の 処 分 △65,704 95,252 29,548
利 益 剰 余 金 か ら
資 本 剰 余 金 へ の 振 替 65,704 △65,704 ―
株主資本以外の項目の
当連結会計年度変動額（純額）
当 連 結 会 計 年 度
変 動 額 合 計 ― ― 587,757 95,252 683,010

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 6,791,682 10,571,419 3,952,267 △197,761 21,117,608
　

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
その他有価証券
評 価 差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当連結会計年度期首残高 △3,070 796,967 △45,556 748,340
当 連 結 会 計 年 度 変 動 額
剰 余 金 の 配 当
親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益
自 己 株 式 の 処 分
利 益 剰 余 金 か ら
資 本 剰 余 金 へ の 振 替
株主資本以外の項目の
当連結会計年度変動額（純額） 9,463 △316,760 8,889 △298,406
当 連 結 会 計 年 度
変 動 額 合 計 9,463 △316,760 8,889 △298,406

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 6,392 480,206 △36,666 449,933
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（単位：千円）
　

新株予約権 純資産合計

当連結会計年度期首残高 7,564 21,190,502
当 連 結 会 計 年 度 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △147,212
親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益 800,674

自 己 株 式 の 処 分 29,548
利 益 剰 余 金 か ら
資 本 剰 余 金 へ の 振 替 ―
株主資本以外の項目の
当連結会計年度変動額（純額） △7,564 △305,971
当 連 結 会 計 年 度
変 動 額 合 計 △7,564 377,039

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 ― 21,567,541
　

（注） 記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表
（平成29年３月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部
流 動 資 産 9,902,050 流 動 負 債

買 掛 金
未 払 金
未 払 費 用
未 払 法 人 税 等
未 払 事 業 所 税
預 り 金
前 受 収 益
そ の 他
固 定 負 債
長 期 未 払 金
退 職 給 付 引 当 金
預 り 保 証 金
預 り 敷 金
長 期 預 り 金
そ の 他

616,697
227,575
142,102
156,839
46,961
11,977
26,306
3,758
1,175

792,732
145,070
466,639
8,566
19,037
151,552
1,866

現 金 及 び 預 金 7,577,536
受 取 手 形 144,705
売 掛 金 1,021,141
商 品 55,267
製 品 21,025
仕 掛 品 166,049
原 材 料 95,387
貯 蔵 品 2,392
前 払 費 用 4,554
関 係 会 社 短 期 貸 付 金 641,600
未 収 消 費 税 等 22,886
未 収 入 金 23,495
未 収 法 人 税 等 103,933
そ の 他 22,073
固 定 資 産 11,471,668
有 形 固 定 資 産 3,361,033
建 物 1,006,632 負 債 合 計 1,409,429
構 築 物 11,225 純 資 産 の 部
機 械 装 置 246,642 株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金
利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
そ の 他 利 益 剰 余 金
別 途 積 立 金
繰 越 利 益 剰 余 金

自 己 株 式
評価・換算差額等
その他有価証券評価差額金

19,960,226
6,791,682
10,571,419
10,571,419
2,794,885
1,697,920
1,096,964
500,000
596,964

△197,761
4,062
4,062

車 両 運 搬 具 1,585
工 具 器 具 備 品 58,002
土 地 2,035,325
建 設 仮 勘 定 1,620
無 形 固 定 資 産 36,860
ソ フ ト ウ ェ ア 36,166
電 話 加 入 権 693
投資その他の資産 8,073,774
投 資 有 価 証 券 24,716
関 係 会 社 株 式 3,567,637
関 係 会 社 出 資 金 2,198,217
投 資 不 動 産 832,771
関 係 会 社 長 期 貸 付 金 1,448,000
そ の 他 2,431 純 資 産 合 計 19,964,288
資 産 合 計 21,373,718 負 債 純 資 産 合 計 21,373,718

（注） 記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書
　

（平成
平成

28
29
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）
　

科 目 金 額

売 上 高 3,747,093
売 上 原 価 2,570,164
売 上 総 利 益 1,176,929

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,314,125
営 業 損 失 137,196

営 業 外 収 益
受 取 利 息 25,924
受 取 配 当 金 568,042
家 賃 収 入 41,760
特 許 権 使 用 料 収 入 42,931
業 務 受 託 料 42,906
補 助 金 収 入 6,987
そ の 他 6,349 734,902

営 業 外 費 用
為 替 差 損 17,474
家 賃 収 入 原 価 8,290
そ の 他 307 26,072
経 常 利 益 571,634

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 3,039 3,039
特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損 556 556
税 引 前 当 期 純 利 益 574,117
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 8,333
法 人 税 等 調 整 額 16 8,350
当 期 純 利 益 565,767

　

（注） 記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
　

（平成
平成

28
29
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）
　

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金 その他資本剰余金 資本剰余金合計
当 期 首 残 高 6,791,682 10,571,419 ― 10,571,419
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当
当 期 純 利 益
自 己 株 式 の 処 分 △65,704 △65,704
利 益 剰 余 金 か ら
資本剰余金への振替 65,704 65,704
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）
当 期 変 動 額 合 計 ― ― ― ―
当 期 末 残 高 6,791,682 10,571,419 ― 10,571,419
　

株 主 資 本
利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合 計利益準備金

その他利益剰余金 利 益
剰余金
合 計別途積立金 繰越利益

剰 余 金
当 期 首 残 高 1,697,920 500,000 244,113 2,442,034 △293,014 19,512,122
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △147,212 △147,212 △147,212
当 期 純 利 益 565,767 565,767 565,767
自 己 株 式 の 処 分 95,252 29,548
利 益 剰 余 金 か ら
資本剰余金への振替 △65,704 △65,704 ―
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）
当 期 変 動 額 合 計 ― ― 352,850 352,850 95,252 448,103
当 期 末 残 高 1,697,920 500,000 596,964 2,794,885 △197,761 19,960,226
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（単位：千円）
　

評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金
評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △449 △449 7,564 19,519,237
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △147,212
当 期 純 利 益 565,767
自 己 株 式 の 処 分 29,548
利 益 剰 余 金 か ら
資本剰余金への振替 ―
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） 4,512 4,512 △7,564 △3,052

当 期 変 動 額 合 計 4,512 4,512 △7,564 445,051
当 期 末 残 高 4,062 4,062 ― 19,964,288

　

（注） 記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書
　

独立監査人の監査報告書
平成29年５月12日

株 式 会 社 精 工 技 研
　 取 締 役 会 御中

有 限 責 任 監 査 法 人 ト ー マ ツ
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 飯 野 健 一 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 森 田 浩 之 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社精工技研の平成28年４月１日から平成
29年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株
主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して
監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監
査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算
書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す
ることが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、株式会社精工技研及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益
の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書
　

独立監査人の監査報告書
平成29年５月12日

株 式 会 社 精 工 技 研
　 取 締 役 会 御中

有 限 責 任 監 査 法 人 ト ー マ ツ
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 飯 野 健 一 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 森 田 浩 之 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社精工技研の平成28年４月１日から平
成29年３月31日までの第45期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計
算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその
附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書
類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用するこ
とが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書
に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準
に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がない
かどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めて
いる。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実
施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な
虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明
するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案
するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし
ての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点
において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告書
　

監 査 報 告 書

　当監査等委員会は、平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第45期事業年度におけ
る取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告
いたします。
　
1. 監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役
会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取
締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて
説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。
① 監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携
の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の
報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な
事業所において業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社については、子会
社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から
事業の報告を受けました。

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検
証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応
じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを
確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する
品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の
通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類(貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表)及びその附属明細書並びに連
結計算書類(連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表)
について検討いたしました。
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2. 監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示してい
るものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実
は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当
該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行について
も、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　
平成29年５月18日

株式会社精工技研 監査等委員会
常勤監査等委員 森 保 彦 ㊞
監査等委員 三 好 徹 ㊞
監査等委員 相 場 俊 夫 ㊞

　
（注） 監査等委員 三好 徹及び相場 俊夫は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取締

役であります。
　

以 上
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株主総会参考書類
　
第１号議案　剰余金の処分の件

　当社は、株主の皆様への利益還元を経営上の最重要課題のひとつと考え、将来の投資に備
えるための内部留保を考慮しながらも、安定した配当を継続的に行うことを基本にしており
ます。
　当期におきましては、当期業績及び当社の利益還元に対する基本方針、今後の事業展開等
を勘案し、以下のとおり１株につき20円（前期に比べ４円増配）とさせていただきたいと
存じます。

　
期末配当に関する事項
１．配当財産の種類

金銭といたします。
２．配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき20円 総額 184,879,280円
３．剰余金の配当が効力を生じる日

平成29年６月19日
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第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く）６名選任の件
　本総会終結の時をもって、取締役（監査等委員である取締役を除く）６名全員は任期満了
により退任となります。つきましては、取締役（監査等委員である取締役を除く）６名の選
任をお願いするものであります。
　取締役（監査等委員である取締役を除く）の候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する
当社の株式数

１ 上
う え の
野　昌

ま さ と し
利

（昭和23年２月25日生）

昭和48年６月 当社入社 総務部長
昭和53年５月 当社取締役
昭和62年４月 当社常務取締役
平成10年４月 当社専務取締役
平成10年10月 当社代表取締役専務
平成13年６月 当社代表取締役社長（現任）
（重要な兼職の状況）
不二電子工業㈱ 取締役

912,000株

取締役候補者とした理由

当社入社以来、主要部門のトップとして豊富な経験を積み、平成13年に当
社代表取締役社長に就任以降、強いリーダーシップをもってグループ全体
を牽引しております。こうした経験や実績を、取締役会における意思決定
に活かすことにより、当社グループのさらなる発展を牽引することが期待
できると判断し、取締役候補者といたしました。

２
き む ら たもつ

木 村 保
（昭和24年12月７日生）

昭和47年11月 当社入社
昭和60年５月 当社取締役
平成15年６月 当社常務取締役
平成23年７月 当社専務取締役（現任）
（重要な兼職の状況）
SEIKOH GIKEN USA, INC. 代表取締役会長
SEIKOH GIKEN EUROPE GmbH 代表取締役会長
杭州精工技研有限公司 董事長
大連精工技研有限公司 董事長
不二電子工業㈱ 取締役

609,200株

取締役候補者とした理由

創業間もなく当社に入社以来、主に営業面で当社を牽引し、現在の精機部
門の礎を築きました。また、子会社の代表としても強いリーダーシップを
発揮しております。こうした経験や実績を、取締役会における意思決定に
活かすことにより、当社グループのさらなる発展を牽引することが期待で
きると判断し、取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する
当社の株式数

３ 栁
や な せ
瀬　晴

は る お
夫

（昭和32年10月14日生）

昭和55年４月 新東海運㈱入社
昭和62年11月 ㈱西武百貨店入社
平成７年２月 ジャガージャパン㈱入社
平成12年６月 元気寿司㈱入社
平成13年２月 当社入社 経理課長
平成16年６月 当社取締役（現任）
（重要な兼職の状況）
不二電子工業㈱ 取締役

3,700株

取締役候補者とした理由

当社入社以来、経理部門や経営企画室、新事業開拓室等で豊富な経験を積
み、Ｍ＆Ａによる子会社取得にもその手腕を発揮しました。その知識や経
験を、取締役会における意思決定に活かすことにより、当社グループのさ
らなる発展を牽引することが期待できると判断し、取締役候補者といたし
ました。

４ 來
らい
　 関

か ん め い
明

（昭和37年３月25日生）

平成 ２年６月 特殊法人新技術開発事業団（現独立行政
法人科学技術振興機構）研究員

平成 ７年４月 静岡大学工学部助教授
平成25年６月 当社取締役（現任）
平成28年４月 当社光学製品事業部長（現任）
（重要な兼職の状況）
杭州精工技研有限公司 董事 総経理
大連精工技研有限公司 董事

40,000株

取締役候補者とした理由

平成13年の杭州精工技研有限公司設立時、同社の総経理に就任して以来、
光通信関連に係る高い知見を活かし、光製品部門のリーダーとして事業拡
大に貢献しています。その知識や経験を、取締役会における意思決定に活
かすことにより、当社グループのさらなる発展を牽引することが期待でき
ると判断し、取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する
当社の株式数

５
う え の じゅん

上 野 淳
（昭和49年８月16日生）

平成 14年２月 当社入社 経営企画室
平成 22年７月 当社事業本部製造統括部本社製造部副部

長
平成 23年３月 杭州精工技研有限公司出向 副総経理
平成 25年11月 当社光学製品事業本部部長

大連精工技研有限公司出向 副総経理
平成 27年６月 当社取締役（現任）
平成 28年４月 当社経営企画室長（現任）
（重要な兼職の状況）
杭州精工技研有限公司 董事
大連精工技研有限公司 董事

329,900株

取締役候補者とした理由
当社入社以来、経営企画室でＭ＆Ａ業務を推進し、また杭州精工技研有限
公司、大連精工技研有限公司の副総経理として企業経営に携わり、その手
腕を発揮しました。こうした経験や実績を、取締役会における意思決定に
活かすことにより、当社グループのさらなる発展を牽引することが期待で
きると判断し、取締役候補者といたしました。

６ 大久保　
お お く ぼ

勝
か つ ひ こ
彦

（昭和17年１月７日生）

昭和 40年４月 古河電気工業㈱入社
平成 ７年６月 同社取締役
平成 11年６月 同社常務取締役 研究開発本部長
平成 13年６月 同社専務取締役 情報通信部門担当
平成 16年６月 同社顧問
平成 18年６月 当社取締役（現任）
（重要な兼職の状況）
㈱大久保技術経営研究所 代表取締役

2,000株

社外取締役候補者とした理由
光通信関連業界において豊富な業務経験があり、企業経営に関する高い知
見を有していることから、今後も、社外取締役としての独立した立場か
ら、当社取締役会における重要な意思決定や取締役会の監督機能の強化、
また当社グループのガバナンス体制の強化に貢献いただけると判断し、社
外取締役候補者といたしました。

（注）1. 各取締役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
2. 大久保 勝彦氏は、社外取締役候補者であります。
3. 大久保 勝彦氏は、現在当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、本株主総会
終結の時をもって11年となります。

4. 当社は、大久保 勝彦氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出て
おります。同氏の再任が承認された場合は、同氏は引き続き独立役員となる予定であります。

5. 当社は、大久保 勝彦氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害
賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、５百万円
又は法令の定める最低責任限度額のいずれか高い額としており、同氏の再任が承認された場合には、
当該契約を継続する予定であります。
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第３号議案　補欠の監査等委員である取締役１名選任の件
　本株主総会の開始の時をもって、平成28年６月17日開催の第44回定時株主総会において
選任いただいた補欠の監査等委員である取締役 唐沢 昌敬氏の選任の効力が失効しますの
で、監査等委員である取締役が法令に定める員数を欠くことになる場合に備え、あらかじめ
補欠の監査等委員である取締役１名の選任をお願いするものであります。また、当該補欠の
監査等委員である取締役については、監査等委員である取締役の員数を欠いたことを就任の
条件とし、その任期については前任者の任期の満了する時までといたします。
　なお、本議案につきましては監査等委員会の同意を得ております。
　補欠の監査等委員である取締役候補者は次のとおりであります。
氏 名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する
当社の株式数

唐
か ら さ わ
沢　昌

ま さ た か
敬

（昭和20年７月20日生）

昭和48年７月 唐沢公認会計士事務所開設
平成２年９月 中央青山監査法人代表社員
平成12年７月 学校法人北里学園常任理事
平成17年４月 青山学院大学大学院 会計プロフェッション研

究科教授
平成25年７月 学校法人東京医科大学 常務理事（現任）

社会学博士・公認会計士・税理士

1,100株

補欠の監査等委員である社外取締役候補者とした理由

公認会計士や税理士として財務及び会計に関する専門知識を有し、また社会学
や経営学、組織論等にも精通しております。企業経営や企業統治に係る識見も
高く、多数の著書を出版しており、大学でも教鞭を揮っておりました。そうし
た知識や識見を活かし、当社取締役会の監督機能の強化、当社グループのガバ
ナンス体制の強化に貢献することができると判断し、補欠の監査等委員である
取締役（社外取締役）候補者といたしました。

　

（注）1. 当社は候補者 唐沢 昌敬氏と経営に関する顧問契約を締結しております。
2. 唐沢 昌敬氏は、補欠の社外取締役候補者であります。
3. 唐沢 昌敬氏が監査等委員である取締役（社外取締役）として就任した場合、当社は同氏との間で会社
法第427条第１項及び当社定款の規定による責任限定契約を締結する予定であります。当該契約に基
づく会社法第423条第１項の損害賠償責任の限度額は、５百万円又は法令の定める最低責任限度額の
いずれか高い額としております。

4. 唐沢 昌敬氏が監査等委員である取締役（社外取締役）として就任した場合、当社は、東京証券取引所
の定めに基づく独立役員として届け出を行う予定であります。
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第４号議案　ストックオプションとして新株予約権を発行する件
　会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、以下の要領により、当社の使用
人及び当社子会社の使用人に対して無償にて発行するストックオプションとしての新株予約
権に関する募集事項の決定を当社取締役会に委任することにつき、ご承認をお願いいたした
いと存じます。
　

　１．特に有利な条件により新株予約権を引き受ける者の募集をすることを必要とする理由
　当社の長期的な企業価値向上への貢献意欲や士気を一層高めること等を目的として、当社
の使用人及び当社子会社の使用人に対し、ストックオプションとしての新株予約権を無償で
発行いたしたいと存じます。

２．本総会において決定する事項に基づいて募集事項の決定をすることができる新株予約権の
数の上限及び金銭の払込みの要否

（1）その委任に基づいて募集事項の決定をすることができる新株予約権の数の上限
下記３．に定める内容の新株予約権1,700個を上限とする。
なお、新株予約権を行使することにより交付を受けることができる株式の数は、当社普通
株式170,000株を上限とし、下記３．（1）により付与株式数（以下に定義される）が調
整された場合は、調整後付与株式数に上記新株予約権の上限数を乗じた数を上限とする。

（2）その委任に基づいて募集事項の決定をすることができる新株予約権につき、金銭の払込み
を要しないこととする。

３．本総会において決定する事項に基づいて募集事項の決定をすることができる新株予約権の
内容

（1）新株予約権の目的である株式の種類及び数
新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的である株式
の数（以下、「付与株式数」という）は100株とする。
ただし、新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という）以降、当社が当社普通株
式につき、株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につ
き同じ）又は株式併合を行う場合には、次の算式により付与株式数の調整を行い、調整の
結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。
　調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割又は株式併合の比率
当該調整後付与株式数を適用する日については、（3）②ⅰの規定を準用する。
また、上記のほか、割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合
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に準じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は合理的な範囲で付与株式数を適
切に調整することができる。
付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必
要な事項を新株予約権原簿に記載された各新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権
者」という）に通知又は公告する。ただし、当該適用の日の前日までに通知又は公告を行
うことができない場合には、以後速やかに通知又は公告する。

（2）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権を行使すること
により交付を受けることができる株式１株当たりの払込金額（以下、「行使価額」という）
に付与株式数を乗じた金額とする。
行使価額は、割当日の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を除く）の東京証券取
引所における当社普通株式の普通取引の終値（以下、「終値」という）の平均値（１円未満
の端数は切り上げる）又は割当日の終値（当日に終値がない場合は、それに先立つ直近の
取引日の終値）のいずれか高い金額とする。ただし、行使価額は下記（3）に定める調整
に服する。

（3）行使価額の調整
① 割当日以降、当社が当社普通株式につき、次のⅰ又はⅱを行う場合、行使価額をそれぞれ
次に定める算式（以下、「行使価額調整式」という）により調整し、調整の結果生じる1円
未満の端数は、これを切り上げる。

ⅰ 当社が株式分割又は株式併合を行う場合

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

株式分割又は株式併合の比率
ⅱ 当社が時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合（会社法第194条
の規定（単元未満株主による単元未満株式売渡請求）に基づく自己株式の売渡し、当社普
通株式に転換される証券若しくは転換できる証券の転換又は当社普通株式の交付を請求で
きる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む）の行使による場合を除く）

調整後
行使価額 ＝ 調整前

行使価額 ×
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

時 価

既発行株式数＋新規発行株式数
a 行使価額調整式に使用する「時価」は、下記②に定める「調整後行使価額を適用する
日」（以下、「適用日」という）に先立つ45取引日目に始まる30取引日における東京証
券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（気配表示を含む。以下同じ）の平均
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値（終値のない日を除く）とする。なお、「平均値」は、円位未満小数第２位を四捨五
入して小数第１位まで算出する。
b 行使価額調整式に使用する「既発行株式数」は、基準日がある場合はその日、その他の
場合は適用日の１ヶ月前の日における当社の発行済普通株式総数から当社が保有する当
社普通株式にかかる自己株式数を控除した数とする。

c 自己株式の処分を行う場合には、行使価額調整式に使用する「新規発行株式数」を「処
分する自己株式数」に読み替える。

② 調整後行使価額を適用する日は、次に定めるところによる。
ⅰ 上記①ⅰに従い調整を行う場合の調整後行使価額は、株式分割の場合は、当該株式分割の
基準日の翌日（基準日を定めないときは、その効力発生日）以降、株式併合の場合は、そ
の効力発生日以降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少して資本金又は準備金を
増加する議案が当社株主総会において承認されることを条件として株式分割が行われる場
合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための基準日とする場合は、調整後
行使価額は、当該株主総会の終結の日の翌日以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適
用する。

　 なお、上記ただし書に定める場合において、株式分割のための基準日の翌日から当該株主
総会の終結の日までに新株予約権を行使した（かかる新株予約権を行使することにより交
付を受けることができる株式の数を、以下、「分割前行使株式数」という）新株予約権者
に対しては、交付する当社普通株式の数を次の算式により調整し、調整の結果生じる1株
未満の端数は、これを切り捨てる。

新規発行株式数 ＝
（調整前行使価額－調整後行使価額）× 分割前行使株式数

調整後行使価額
ⅱ 上記①ⅱに従い調整を行う場合の調整後行使価額は、当該発行又は処分の払込期日（払込
期間が設けられたときは、当該払込期間の最終日）の翌日以降（基準日がある場合は当該
基準日の翌日以降）、これを適用する。

③ 上記①ⅰ及びⅱに定める場合の他、割当日以降、他の種類株式の普通株主への無償割当て
又は他の会社の株式の普通株主への配当を行う場合等、行使価額の調整を必要とする場合
には、かかる割当て又は配当等の条件等を勘案の上、当社は合理的な範囲で行使価額を調
整することができる。

④ 行使価額の調整を行うときは、当社は適用日の前日までに、必要な事項を新株予約権者に
通知又は公告する。ただし、当該適用の日の前日までに通知又は公告を行うことができな
い場合には、以後速やかに通知又は公告する。
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（4）新株予約権を行使することができる期間
割当日後２年を経過した日から３年間とする。

（5）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関
する事項

① 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規
則第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結
果生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。

② 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①
記載の資本金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

（6）譲渡による新株予約権の取得の制限
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要する。

（7）新株予約権を行使した際に生じる１株に満たない端数の取決め
新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に1株に満たない端数がある場合
には、これを切り捨てる。

（8）その他の新株予約権の行使の条件
新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、当該新株予約権を行使することができな
い。

以 上
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株主総会会場ご案内図

会場：千葉県柏市末広町14番１号
ザ・クレストホテル柏４階 クレスト
電話 (04)7146－1111（代表）

　

● 交通機関
　 JR常磐線・東武野田線 柏駅西口徒歩２分
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